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現状維持前年度の総合評価
（評価が変わった場合はその理由）

 

適切である

総　合　評　価

 

受益者が偏っていないか
適切な費用負担を求めて
いるか

諏訪広域連合で介護保険事務を実施し、効率化を図るとともに、諏訪圏域６
市町村の住民が同じレベルの介護サービスが受けられるものである。

公平性

保健福祉課

介護保険係

達成度

効率性 適切である

町が行う必要があるか
国・県・民間・住民と役割
分担できないか

現状維持

原則４０歳以上の者が介護保険料を負担している、介護保険給付にかかる
費用は諏訪圏域６市町村で均等割、人口割により算出している。自己負担
分として給付費の１割から３割を自己負担している。

町単独での制度運営は非効率であるが、諏訪広域連合で共同処理すること
で効率的な事業運営に努めている。

要介護（要支援）認定申請に対しては、訪問調査を実施し、広域連合開催の
認定審査会において適切な判定を実施している。介護保険が必要となる本
人の申請制に基づいていることから、目標達成は適切でない。

評　　価

Ａ

説　　　　　　明

介護保険法、諏訪広域連合規約、諏訪広域連合介護保険条例に則り、６市
町村を構成市町村とする諏訪広域連合で介護保険制度を運営している。
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指標の算出方法事業の活動成果

（事業の実施によりどのよう
な状態にしたいか）

指標名 単位

人

令和３年度令和２年度令和元年度

1,5681,581

根拠法令等の名称

事業区分 単年度予算 運営方法 その他

介護保険法、諏訪広域連合規約、諏訪広域連合介護保険条例

平成事業の開始・終了

広域連合

担当係名
03-01-03-18-01

目　標介護認定にかかる新規・
区分変更・再申請及び審
査件数による認定者数

事業の目的
　（誰に対して）
　（何のために）
　（何を行うか）

町民が自ら要介護状態となることを予防し、加齢によって生じる心身の変化により要介護状態と
なっても、介護サービスを利用することで能力の維持向上に努めることができるよう社会全体で介
護の負担を支援する。

12 4

（予算書コード）

事務事業名 介護保険事業
担当課名

（事業に始期又は終期がある場合に記入）


